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新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅰ 総 額

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 414,300,453千円 429,142,818千円 △3.5％

一般会計構成比 18.7％ 19.3％ －

【一般会計】

区 分 令和５年度 令和4年度 伸び率

予算総額 695,546千円 704,980千円 △1.3％

【埼玉県高等学校等奨学金事業特別会計】

－ ２ －



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ３ －

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策

１ 確かな学力の育成

Ｐ ９ 学力向上の推進【義務教育指導課・高校教育指導課】 ３０３，８４３

（単位 千円）

Ｐ ７ 一部新規 教科等横断的な学びの推進【高校教育指導課・義務教育指導課】 ２２，３０６

Ｐ ８ グローバル教育の推進【高校教育指導課】 ３８２，５１７

Ｐ１１ 一部新規 いじめ・不登校等への対策【生徒指導課】 １，１１９，０１９

Ｐ１０ 一部新規 学習環境のデジタル化【ＩＣＴ教育推進課】 ８６５，３１１

Ｐ１２ 一部新規 ＬＧＢＴＱへの支援【人権教育課】 ４，２７９

２ 豊かな心の育成

３ 健やかな体の育成

Ｐ１３ 部活動の充実・支援【保健体育課】 １３６，５４２

４ 自立する力の育成

Ｐ１４ 高校生のキャリア教育・産業教育の推進【高校教育指導課】 ６０，８１２



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

－ ４ －

（単位 千円）

５ 多様なニーズに対応した教育の推進

Ｐ１５ 特別支援学校の過密対策【特別支援教育課】 １，５７４，５４８

Ｐ１６ 一部新規 医療的ケアの体制整備【特別支援教育課】 ６４，１５０

Ｐ１８ 修学支援の充実【財務課】 ２，０６５，１４２

Ｐ１７ 特別支援学校における就労支援【特別支援教育課】 ９８，３２０

Ｐ１９ 一部新規 教育相談等支援体制の充実【生徒指導課・人権教育課】 １，１１２，３４８ （一部再掲）

６ 質の高い学校教育のための環境の充実

Ｐ２０ 優秀な教員の確保【小中学校人事課】 １３，８０５

Ｐ２３ 一部新規 魅力ある県立高校づくりの推進【魅力ある高校づくり課】 ２３１，３１４

Ｐ２４ 教育施設の長寿命化の推進【財務課】 ６，７９８，０５７

Ｐ２１ 一部新規 学校における働き方改革の推進
Ｐ２２ 【県立学校人事課・福利課・特別支援教育課・高校教育指導課

教職員課・小中学校人事課・保健体育課】 ６１３，６６０ （一部再掲）



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

（単位 千円）

７ 家庭・地域の教育力の向上

Ｐ２５ 地域学校協働活動の推進【生涯学習推進課・義務教育指導課】 ２３９，８８５

－ ５ －

８ 生涯にわたる学びの推進

Ｐ２６ 新たな県立図書館の整備検討【生涯学習推進課】 ３，６９２

９ 文化芸術の振興

Ｐ２７ 文化財保護の推進【文化資源課】 １０１，１５６



新 規 事 業 及 び 重 要 事 業 総 括 表

Ⅲ 教職員の定数

Ｐ２８

－ ６ －

区 分 令和５年度 令和４年度 増 減

教育局条例定数 ４３，４９１人 ４２，９０１人 ５９０人



教 科 等 横 断 的 な 学 び の 推 進

持続可能な社会の創り手として、問題発見・解決能力を育み、複雑・困難な課題の解決に向け、主体的に行動を起こす力を育成
するために、教科等横断的な学びに関する教育の充実を図る。

目 的

担当（内線） １、２ 高校教育指導課（７３９１）
３ 義務教育指導課（６７４２）

【予算額】２２，３０６千円

一部新規

事業概要

１ 県立高校学際的な学び推進事業 １８，１５０千円

（１）教科等横断型の教育課程の検討・実践（新 規） １８，１５０千円
・モデル校における取組

教科等を横断した効果的なカリキュラム・マネジメントの研究・実践を行う。
総合的な探究の時間や各教科の横断的な学びによるより深い探究活動を推進する。
外部施設や研究機関と連携したより専門的な学びを実施する。

・県における取組
探究活動や地域との連携をコーディネートできる教員を育成する。

（１）データサイエンス・ＡＩリテラシー活用における調査研究 ２，５５６千円
・モデル校において生徒向けオンライン講座や外部の学習プログラムを用いた授業実践を行う。
・先進校視察や教員研修を活用した専門性の高い教員を育成する。

３ ＳＤＧｓの実現に向けた教育推進事業 １，６００千円

（１）ＳＤＧｓの実現に向けた教育課程の研究・実践（新 規） １，６００千円
・地域の課題や特性に応じて、市町村が設定したＳＤＧｓのテーマに基づき、
モデル校において教育課程を研究し、実践する。

・県によるＳＤＧｓパートナーとのマッチング、市町村・モデル校への指導・助言を行う。
・モデル校での成果を県内へ普及する。

－ ７ －

２ データサイエンス・ＡＩリテラシー活用における調査研究 ２，５５６千円



グ ロ ー バ ル 教 育 の 推 進

「グローバル人材の育成」と「外国語教育の充実」の２本の柱により、グローバル化に対応した教育を推進する。
また、複雑化・多様化する世界において、自ら課題を発見し、解決する資質・能力を育成するため、国際バカロレア等の特色ある
教育課程の研究・検討を行う。

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（６７７１）

【予算額】３８２，５１７千円

事業概要

１ 県立高校グローバル教育総合推進事業 ３８０，３６１千円

（１）グローバルリーダー育成プロジェクト １６，２６０千円
英語力の向上や発信力、交渉力、論理的思考力、政策立案力の育成を目的とした国内研修及び

海外大学での研修等を実施する。

（２）埼玉と世界をつなぐハイブリッド型国際交流事業 ６，１２０千円
学校単位によるオンラインと現地訪問を組み合わせた、ハイブリッド型国際交流を実施する。

２ 教育課程研究事業 ２，１５６千円

（１）国際バカロレア等特色ある教育課程研究事業 ２，１５６千円
国際バカロレアワークショップ受講や先進校視察等を通じた、教育課程の研究・検討を行う。

（３）高校生留学支援事業 ６，０００千円
短期海外研修の支援等により、留学の機運を醸成する。

（４）教員の海外派遣及びメキシコ州交流事業 １，７４５千円
姉妹州省の教員との相互派遣を実施する。

（５）語学指導等におけるネイティブスピーカ活用事業 ３４９，８９７千円
外部人材（ＡＬＴ、国内留学生）を活用し、外国語教育の充実を図る。

（６）小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業 ３３９千円
小・中・高等学校の連携を意識した異校種間の授業参観・研究協議を実施する。

－ ８ －

現地大学生によるＳＤＧｓの講義



－ ９ －

学 力 向 上 の 推 進

小・中学校において、児童生徒の学力や学習状況を把握し、分析することで、児童生徒一人一人の学力を確実に伸ばす教育を
推進する。併せて、高校において、基礎学力や日本語能力に課題を抱える生徒への支援を行う。

目 的

担当（内線） １，２ 義務教育指導課（６７５２）
３ 高校教育指導課（６７６２）

【予算額】３０３，８４３千円 【債務負担行為】１５９，３３４千円

事業概要

１ 学力・学習状況調査実施事業 ２１２，１４２千円

（１）埼玉県学力・学習状況調査 ２１２，１４２千円【債務負担行為 １５９，３３４千円】
・小４～中３までの児童生徒を対象に学力・学習状況調査を実施する。

令和５年度 ＣＢＴ※：３６市町村、ＰＢＴ※：２６市町村
令和６年度 全市町村ＣＢＴ※予定

・調査に向けた問題等の作成、実施運営、採点・集計・調査結果の分析を行う。
※ＣＢＴ（Computer Based Testing）：タブレット端末等を活用した調査
ＰＢＴ（Paper Based Testing）：紙媒体での調査

２ ＡＩを活用した学びの実践研究事業 ２３，６７２千円

３ 課題を抱える生徒のための学習支援プラン ６８，０２９千円

（１）ＡＩを活用した学びの実践研究事業 ２３，６７２千円
・平成２７年度から約３０万人規模で実施している埼玉県学力・学習状況調査の膨大な結果データをＡＩで分析する。
・実証校において、個別アドバイスシート等を活用し、個に応じた指導及び個別最適な学びの実践研究を行う。
・令和６年度以降にＣＢＴで実施する埼玉県学力・学習状況調査と一体的に運用できるよう仕様の検討・決定を行う。

（１）課題を抱える生徒のための学習支援プラン ６８，０２９千円
・基礎学力に課題を抱える生徒が多い高校に、教員志望の大学生等を学習サポーターとして配置し、学習支援を行う。
・日本語指導が必要な帰国・外国人生徒が多い高校に、日本語支援員を配置し、日本語の個別指導や授業補助を行う。

 学習サポーターの質の向上や日本語支援員の配置人数等の増【拡充】
学習支援に必要な専門知識や特別支援教育の基礎知識等の研修の実施
日本語指導が必要な高校・生徒の増加へ対応 （日本語支援員 ４６人 ※ 前年度比１４人増）

新規・拡充内容



－ １０ －

学 習 環 境 の デ ジ タ ル 化

県立学校におけるネットワークや端末等のＩＣＴ機器の整備を進めるとともに、円滑にＩＣＴ機器が活用できるよう学校を支援
することによって、ＩＣＴ環境の整備・充実を図り、更なる個別最適な学びを実現する。

目 的

担当（内線） ＩＣＴ教育推進課（７５５５）

【予算額】８６５，３１１千円

事業概要

１ 教育活動の充実のための学習環境の整備 ８６５，３１１千円

（１）ＩＣＴ環境整備（一部新規） ７３９，３３８千円

県立学校間ネットワークや学習者用・指導者用端末等の「教育の情報化」に係る基盤を整備する。

一部新規

（２）ＩＣＴ活用支援事業 １２５，９７３千円

オンラインを活用した授業で著作物を無許諾で利用するための授業目的公衆送信補償金

制度の活用などにより、学校の円滑なＩＣＴを活用した教育を支援する。

 新ネットワーク構築の要件定義に係る委託 【新規】

成績処理等を行う校務系と授業で使用する学習系のネットワークを統合し、 教職員の

利便性向上とセキュリティ確保を両立

 指導者用端末の整備【拡充】

教育活動でのＩＣＴ活用を進めるため、指導者用端末を段階的に整備（３年計画の２年目）

新規・拡充内容



－ １１ －

い じ め ・ 不 登 校 等 へ の 対 策

いじめ、不登校等の課題に対応するため、教育相談体制やネットトラブルを未然に防止する体制を整備する。

目 的

担当（内線） 生徒指導課（６７４５）

【予算額】１，１１９，０１９千円

事業概要

（１）ネットトラブルの早期発見・対応と未然防止 ４，０００千円

３ ネットトラブルサイト監視事業 ４，０００千円

一部新規

１ いじめ・不登校対策相談事業 １，０９２，５６４千円

（１）学校等における教育相談体制の整備 １，０８０，０８２千円

２ ＳＮＳを活用した教育相談体制整備事業 ２２，４５５千円

（３）いじめ防止対策の充実 ６，９０７千円

（２）不登校児童生徒の多様な教育機会の確保に関する研究（新 規）５，５７５千円

 スクールカウンセラーの配置 【拡充】
小学校、全日制高校への配置を拡充

新規・拡充内容

スクールカウンセラーの配置を拡充するとともに、スクールソーシャルワー
カー、高校相談員、精神科医の配置、スチューデントサポーターの派遣、中学
校相談員配置市町村への助成、相談員の研修、オンライン相談の実施により、
教育相談体制を整備する。

県立戸田翔陽高校内に設置した不登校生徒支援教室「いっぽ」において、不登校児童
生徒の多様な教育機会の確保に関する研究を行う。

いじめ防止対策推進法に基づき、県立学校におけるいじめの重大事態に対して弁護士
等の第三者の専門家による調査審議を行うなど、いじめ防止対策の充実を図る。

ＳＮＳを活用した相談窓口を設置し、生徒の抱える悩みや不安等に早期に対応することで、問題の深刻化を未然防止する。

（１）ＳＮＳを活用した教育相談体制の整備 ２２，４５５千円

見えづらいインターネット上のトラブルを発見し、早期に対応するため、県立学校を対象としたサイト監視を実施すると
ともに、「ネットトラブル注意報」の発行、保護者講演会の実施により、児童生徒・保護者、教員等への意識啓発を行う。

不登校生徒支援教室「いっぽ」



－ １２ －

Ｌ Ｇ Ｂ Ｔ Ｑ へ の 支 援

性的指向・性自認に関する悩みを抱える児童生徒が安心して学校生活を過ごせるよう、相談体制の充実と環境づくりを推進する。

目 的

担当（内線） 人権教育課（６７８６）

【予算額】４，２７９千円

事業概要

１ 学校相談体制・生徒支援の充実 ４，２２９千円

一部新規

（１）外部専門機関と連携した学校相談体制の充実（新 規） ２，６４０千円

性的指向・性自認に関する児童生徒からの相談対応や配慮・支援等に関して、専門的な助言等を必

要とする県立学校に対し、ＬＧＢＴＱ相談に精通した外部専門機関から人材を派遣するなどして相談

体制を充実する。

２ 教職員の資質向上と環境づくり ５０千円

（１）性の多様性配慮取組シートの作成（新 規） ５０千円

学校における性の多様性に関する配慮事項を定めた取組シートを作成し、同シートを校内研修等で

活用することで、各学校が教職員の資質向上を図りながら自校の取組状況を改善する。

（２）オンラインサロン・相談会の実施 １，５８９千円

性的指向・性自認の悩みを家庭や学校に打ち明けることが困難な高校生を対象に、オンライン上で

悩みを抱える高校生徒同士の交流会及び個々の生徒の悩みに応じる個別相談会を各３回実施する。



部 活 動 の 充 実 ・ 支 援

部活動における教員の負担軽減や専門的指導者の不在などに対応するため、専門的指導力を備えた人材等を活用し、部活動の充
実を図る。

また、地域の持続可能で多様なスポーツ・文化芸術環境を一体的に整備し、多様な体験機会を確保する。

目 的

担当（内線） 保健体育課（６９４８）

【予算額】１３６，５４２千円

事業概要

１ 中学校部活動指導員活用事業 ４４，９０１千円

（１）中学校部活動指導員活用事業 ４４，９０１千円
単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を、中学校に配置する市町村に対し、必要経費を補助する

   ことで、顧問教員の負担軽減を図る。
     ・運動部・文化部 １０８人

２ 部活動指導充実支援事業 ９１，６４１千円

（２）県立学校運動部活動サポート事業 １１，５９６千円
運動部活動における専門的指導者不在等に対応するため、地域の専門的指導力を備えた指導者を

活用し、運動部活動の充実を図る。

（３）部活動の地域移行推進事業 ４８，０１０千円
これまで学校教育の一環として行われてきた部活動を学校単位から地域単位の取組とすることを

視野に、県内での普及・啓発を行うとともに、市町村に委託し、実証事業を行う。

（１）県立学校部活動指導員活用事業 ３２，０３５千円
  単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を、県立学校に配置し、顧問教員の負担軽減を図る。

－ １３ －

 部活動指導員の配置【拡充】
運動部・文化部 ２８人 ※ 前年度比 ８人増

新規・拡充内容

 部活動の地域移行に係る実証事業【拡充】
運動部・文化部 ２１市町村  ※ 前年度比 １９市町村増

新規・拡充内容

部活動指導員の活用



高 校 生 の キ ャ リ ア 教 育 ・ 産 業 教 育 の 推 進

高校生一人一人の社会的・職業的自立に向けて、必要な基盤となる能力や態度を育成する。
専門高校及び総合学科高校において、将来の産業界を担う職業人材を育成するため、地域の企業等と連携した実践的な職業教

育を行うとともに、専門高校等の魅力発信や産業界と連携した最先端の職業人材育成システムの構築を推進する。
また、農業を学ぶ高校生の就農・就業意欲を喚起し、経営感覚や国際感覚、チャレンジ精神を持った農業経営者等となり得る人

材を育成する。

目 的

担当（内線） 高校教育指導課（６７６９）

【予算額】６０，８１２千円

事業概要

２ 職業人材を育成する専門高校活性化事業 ４４，０９６千円

（１）未来の職業人材育成事業 ２１，５６４千円
高度専門職業人材を育成するため、地域の企業、商店街や研究機関等と連携した

実践的な職業教育を行う。

３ 高校生の「農力」育成強化プロジェクト ９，４５４千円

（１）就農意欲を高める農業教育推進事業 ８，０４０千円
農業高校においてＧＡＰの実践・ＧＡＰ認証の取得に取り組む。
熊谷農業高校及び総合教育センター江南支所において、農業用ＩＣＴ機器の

活用等による時勢に対応した農業教育を実践することで、就農意欲を高める。

（２）埼玉県産業教育フェア ８，７８５千円
埼玉県産業教育フェアを開催する。

（３）マイスター・ハイスクール事業 １３，７４７千円
産業界と専門高校の協働による教育カリキュラムの開発・研究を行う。

（２）地域特産品開発拠点整備事業 １，４１４千円
川越総合高校において、企業と連携した取組により、県産唯一の地鶏

「彩の国地鶏タマシャモ」を活用し、商品の開発を行う。

１ 県立高校キャリア教育地域・産業界連携推進事業 ７，２６２千円

（１）就職支援アドバイザー配置費 ７，２６２千円
面接等の就職指導の充実を図るため、就職支援アドバイザーの配置を行う。

－ １４ －



－ １５ －

特 別 支 援 学 校 の 過 密 対 策

特別支援学校における児童生徒の増加に対応するため、高校内分校の設置を行うとともに、既存校における教育環境を整備する。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８８９）

【予算額】１，５７４，５４８千円

事業概要

１ 高校内分校の設置 １，３４５，４０７千円

（１）高校内分校の設置 １，３４５，４０７千円
県立高校内に知的障害の生徒を対象にした特別支援学校の分校を設置する。
ア 設置校 大宮商業高校内分校（仮称）

新座柳瀬高校内分校（仮称）
三郷北高校内分校（仮称）

イ 設置学部（学科） 高等部（普通科）
ウ 設置規模 各校６学級（４８名） 計１８学級（１４４名）
エ 開校年月 令和６年４月

（１）既存校の教育環境整備 ２２９，１４１千円
校舎の増築及び備品等の整備を行う。

ア 増築棟整備校 川口特別支援学校
イ 設置規模 ２棟 １７４名程度
ウ 供用開始 令和８年４月及び令和１０年４月

２ 既存校の教育環境整備 ２２９，１４１千円

【整備スケジュール】

【高校内分校農園芸班のイメージ】

【高校内分校食品加工班のイメージ】

R４ R５ R６ R７ R８ R９ R10

高校内分校の設置 R6開校(3校) 設計 工事 開校

R8供用開始（B棟） 工事 工事 供用開始

R10供用開始（A棟） 工事 工事 供用開始

川口特別支援学校

校舎の増築
基本設計

実施設計

解体工事（車庫・プール）



－ １６ －

医 療 的 ケ ア の 体 制 整 備

医療的ケア児が学校で安全かつ安心して学習できるよう、医療的ケア体制を整備し、適切な支援を行うことで、全ての児童生
徒がその意欲や能力に応じて力を発揮できる教育環境を実現する。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８８６）

【予算額】６４，１５０千円

事業概要

１ 県立特別支援学校医療的ケア体制整備事業 ６４，１５０千円

（１）医療的ケア体制充実事業（新 規） ５９，６３７千円
医療的ケア児の保護者の経済的負担軽減と安定的な看護師の配置を行う。

一部新規

 【通学支援】医療的ケア児の通学時の保護者の経済的負担軽減【新規】
スクールバスを利用できない医療的ケア児が福祉タクシーを利用する場合に、同乗する看護師の費用について、ニーズを踏まえ

た適切な支援を行う。
 【連絡協議会の設置】通学支援における協力体制の構築【新規】

学校、医療関係者、福祉タクシー事業者等による協議会を設置し、支援体制の継続的な整備に向け課題の解決策等を検討する。
 【校内体制の整備】安定的な看護師の学校配置【新規】

校内における医療的ケア体制の安定化を図る看護師の委託方式について、モデル校１校で効果検証を行う。

新規・拡充内容

（２）相談医の派遣 ３，４７４千円
看護教員等に対する実技指導や医療的ケアに関する校内研修など、

学校に相談医を派遣し、訪問による指導助言を行う。

（３）担当教員研修会の実施 ３９４千円
認定特定行為業務従事者の養成及び最新の医療情報の習得を行う。

（４）医療的ケア運営委員会の開催 ２１０千円
医療的ケア実施体制の整備・充実を図るため、学校における医療的ケアの実施状況や課題を把握し、検討を行う。

（５）看護教員研修会の実施 ４３５千円
看護教員及び養護教諭の資質向上に資するため研修会を実施するとともに、校内の相談支援体制の更なる充実を図る。

 相談医の派遣 【拡充】
派遣回数 １０７回 ※ 前年度比 ５回増

新規・拡充内容



－ １７ －

特 別 支 援 学 校 に お け る 就 労 支 援

企業への就労を希望する全ての特別支援学校高等部生徒の進路を実現させる。

目 的

担当（内線） 特別支援教育課（６８９１）

【予算額】９８，３２０千円

事業概要

１ 自立と社会参加を目指す特別支援学校就労支援総合推進事業 ９８，３２０千円

（１）企業のニーズを踏まえた職業教育の推進 ２，８４０千円
・３Ｄ（スリーディー）意識向上民間研修の実施

特別支援学校の教員が、卒業生の就労先である企業等で、３日間の体験研修を受けることにより、意識改革と職業教育
の充実を図る。

・就労支援アドバイザーの配置
就労支援アドバイザー（企業の人事担当者等）が、学校、生徒、保護者へ指導、助言、相談を行うことにより、

学校の就労支援に対する理解促進を図るとともに生徒、保護者の就労意欲を高める。

（２）企業に向けての理解啓発 １２８千円
企業向け学校公開を実施することにより、特別支援学校高等部生徒に対する企業の人事担当者への理解啓発と特別支援

学校生徒が就労できる職域の拡大を図る。

（３）障害者雇用の仕組みの構築 ９３，２４０千円
特別支援学校高等部卒業時に企業就労できなかった生徒等を雇用し、

「チームぴかぴか」として県庁等で働く中で職業スキルを身に付け、
企業就労を目指す。

また、そこで得たノウハウを特別支援学校へフィードバックし、
特別支援学校の就労支援に向けた取組の強化を図る。

（４）就労可能な企業の情報の収集 ２，１１２千円
ハローワーク等と連携した企業情報の収集及び特別支援学校の進路担当者による実習・就労先の開拓を行う。

【「チームぴかぴか」業務の一例】

袋詰め作業 除草作業



修 学 支 援 の 充 実

経済的理由で修学が困難な高校生などに対して、奨学のための給付金の給付や奨学金の貸与を行う。

目 的

担当（内線） 財務課（６６５２）

【予算額】２，０６５，１４２千円

事業概要

１ 埼玉県国公立高等学校等奨学のための給付金事業 １，３６９，５９６千円

（１）低所得世帯の生徒に対する給付 １，３６９，５９６千円
低所得世帯の国公立高校生等に対して、教科書費、教材費、学用品費等として給付金を支給することにより、授業料以外

の教育費負担を軽減する。

（１）奨学金事業に要する経費 ６９５，５４６千円
高等学校等に在学する生徒のうち、品行方正で学習意欲がありながら、経済的理由により修学が困難な生徒を対象として、

奨学金を貸与する。

２ 埼玉県高等学校等奨学金事業 ６９５，５４６千円

世帯区分 課程 給付額

生活保護受給世帯 共通 ３２，３００円

市町村民税所得割額及び道府県民税
所得割額が非課税の世帯

全日制・定時制 １１７，１００円～１４３，７００円※

通信制 ５０，５００円

※ 世帯構成や扶養の状況によって給付額は異なる。

〇 給付額〇 支給対象者
ア 保護者、親権者等が県内在住
イ 高等学校等就学支援金・学び直し
支援金の受給資格を有する

ウ 生活保護（生業扶助）受給世帯
又は

市町村民税所得割額及び道府県民
税所得割額が非課税の世帯

－ １８ －

〇 貸与額（上限）
国公立：月額奨学金 ２５，０００円 入学一時金 １００，０００円
私 立：月額奨学金 ４０，０００円 入学一時金 ２５０，０００円

〇 特徴
ア 無利子による貸与
イ 新入生への入学前貸与
ウ 金融機関と連携した貸与や債権管理
エ 返還者の傷病や経済的理由などに配慮したきめ細やかな返還猶予

〇 支給対象者
ア 高等学校等に在学している生徒又は
進学予定の中学校３年生

イ 保護者等が県内在住
ウ 在学校長から推薦が得られる方
エ 所得要件を満たす方（４人世帯の場
合、世帯年収830万円以下が目安）



－ １９ －

教 育 相 談 等 支 援 体 制 の 充 実

いじめ、不登校など様々な課題を抱える児童生徒を支援するため、教育相談体制を整備するとともに、学校におけるヤングケア
ラーやＬＧＢＴＱへの支援体制の充実を図る。

目 的

担当（内線） １ 生徒指導課（６７４５）
２，３ 人権教育課（６７８６）

【予算額】１，１１２，３４８千円

事業概要

２ ヤングケアラーへの支援の充実 ５，５８２千円

一部新規

１ 教育相談体制の充実 １，１０２，５３７千円

（１）学校等における教育相談体制の整備 １，０８０，０８２千円

 スクールカウンセラーの配置 【拡充】
小学校、全日制高校への配置を拡充

新規・拡充内容

（１）市町村を対象としたヤングケアラーサポートクラスの実施 ２，８３２千円

スクールカウンセラーの配置を拡充するとともに、スクールソーシャル
ワーカー、高校相談員、精神科医の配置、スチューデントサポーターの派遣、
中学校相談員配置市町村への助成、相談員の研修、オンライン相談の実施に
より、教育相談体制を整備する。

ＳＮＳを活用した相談窓口を設置し、生徒の抱える悩みや不安等に早期に対応することで、問題の深刻化を未然防止する。

１６市町村を対象に、児童生徒に対する講演会及び元ヤングケアラー等と児童生徒の交流相談会を
実施する。

（２）ＳＮＳを活用した教育相談体制の整備 ２２，４５５千円

（２）県立高校を対象とした「自走式」ヤングケアラーサポートクラスの実施（新 規）２，７５０千円

県立高校５０校において、ヤングケアラーに関する授業を含む学校独自のプログラムを実施する。

３ LGBTQへの支援の充実 ４，２２９千円

（１）外部専門機関と連携した学校相談体制の充実（新 規） ２，６４０千円

性的指向・性自認に関する児童生徒からの相談対応や配慮・支援等に関して、専門的な助言等を必要とする県立学校に対
し、ＬＧＢＴＱ相談に精通した外部専門機関から人材を派遣するなどして相談体制を充実する。

（２）オンラインサロン・相談会の実施 １，５８９千円

性的指向・性自認の悩みを家庭や学校に打ち明けることが困難な高校生を対象に、オンライン上で悩みを抱える高校生徒
同士の交流会及び個々の生徒の悩みに応じる個別相談会を各３回実施する。

ヤングケアラーサポートクラス



－ ２０ －

優 秀 な 教 員 の 確 保

次世代の埼玉を担う優れた教員の確保のため、県教育委員会が主体となって大学と連携しながら、教職の魅力を大学生に伝え、
小・中学校教員を強く希望する大学生等が将来埼玉の教育を担う教員として活躍できるための資質・能力を育成する。

目 的

担当（内線） 小中学校人事課（６９３７）

【予算額】１３，８０５千円

事業概要

１ 彩の国かがやき教師塾事業 １３，８０５千円

（１）ベーシックコース １００千円
埼玉県の教員を目指す大学生に対し、大学入学後の早い段階から学校現場でのボランティア体験

を通じ教職の魅力を伝え、教員になろうとする志願者を増やす。
〔時期〕
・令和５年７月～令和６年１０月

〔対象〕
・県内小中学校教員を志願する大学２年生３００名

〔内容〕
・学校現場におけるボランティア体験

（２）マスターコース １３，７０５千円
埼玉県公立小・中学校教員を強く希望する大学生等が、卒業後、新規採用教員となり豊かな人間性と

実践的な指導力を持ち、将来埼玉の教育を担う教員として活躍できるための、資質・能力を育成する。
〔時期〕

・令和６年１月～令和６年１２月
〔対象〕
・県内小中学校教員を志願する大学３年生等８０名

〔内容〕
・学校体験実習
・講演講義演習
・体験活動

 ベーシックコース受講定員【拡充】
定員数 ３００人 ※ 前年度比 １００人増

新規・拡充内容



学 校 に お け る 働 き 方 改 革 の 推 進

教職員の負担軽減や健康管理の推進などの対策により、トータルケア体制を確保し、教職員が子供たちの指導に専念できるよう
働き方改革を進めることで、学校教育の質の維持向上に取り組む。

目 的

担当（内線） １（１），２（２） 県立学校人事課（６７３５）、１（２） 福利課（６７０９）
２（１） 特別支援教育課（６８８６）、２（３） 高校教育指導課（６７７３）
２（４） 教職員課（６６７２）、３（１） 小中学校人事課（６９３９）
３（２） 保健体育課（６９２９）

【予算額】６１３，６６０千円【債務負担行為】４９，５００千円

事業概要

１ 在校時間の把握及び負担軽減・健康管理への活用 ２３，７６８千円

（１）県立学校教職員負担軽減検討事業 ２０，１３８千円
勤務管理システムを活用し、客観的に把握した教職員の在校時間のデータを業務の負担軽減や健康管理に活用する。

一部新規

（２）長時間勤務者への健康相談の実施 ３，６３０千円
長時間勤務者に対して、健康管理医による面接指導を勧奨し、健康管理を推進する。

２ 校務環境のデジタル化による業務の改善・効率化 ３３３，４８６千円

（１）校務支援システム管理運営費（一部新規） ７１，５９３千円
各県立学校に統一規格の校務支援システムを整備し、校務処理の効率化を図る。

 特別支援学校への校務支援システムの導入・検証【新規】
業務の質的改善を図るため県立特別支援学校３校に校務支援システムを導入・検証

新規・拡充内容

（２）デジタルツールの導入（一部新規） １７７，９５３千円
学校の執務環境を整備し、教員の負担軽減を図るため、ペーパーレス支援ソフトなどのデジタルツールを

県立学校全校へ導入する。

 ペーパーレス支援ソフトの導入 【拡充】
県立学校における校務系業務のペーパーレス化を推進するため、支援ソフトを導入

 クラウドサービスの導入 【新規】
県立学校におけるデジタライゼーションを推進するため、ファイル管理システムやWebコミュニケーションツールを導入

新規・拡充内容

－ ２１ －



（３）入学者選抜に係る電子出願等研究事業 １７，９４０千円
入学者選抜においてデジタル化による県民サービスの向上や業務効率化及び事故防止等に取り組む。

（４）小中学校県費事務（給与・報酬）システム推進事業（新 規）６６，０００千円【債務負担行為４９，５００千円】
市町村立学校の教職員の給与・報酬支給等に係るシステムを再構築し、業務効率化を図る。

３ 外部人材の活用 ２５６，４０６千円

（１）教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）配置事業 １７９，４７０千円
教員の事務を補助する教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）を配置する市町村を支援し、

小・中学校の教員が子供と向き合う時間を確保する。

 電子出願手続の実施 【拡充】
令和５年度入学者選抜において全日制普通科１校で実施した電子出願手続を、専門高校や定時制など
県立学校１２校において実施

 電子収納の検証【拡充】
電子出願を実施する１２校において、証紙廃止に対応するため、電子収納の検証を実施

新規・拡充内容

 教員業務支援員（スクール・サポート・スタッフ）の配置【拡充】
配置校数 ４３５校 ※ 前年度比 １８校増

新規・拡充内容

（２）部活動指導員活用事業 ７６，９３６千円
    単独での部活動指導・大会引率等が可能な部活動指導員を配置し、顧問教員の負担軽減を図る。
     ・ 中学校  運動部・文化部 １０８人

 全庁の給与・報酬支給等に係るシステムへの統合【新規】
業務効率化及び運用コストの縮減を図るため、給与・報酬支給等に係るシステムを全庁のシステムへ統合

 システム登録データの承認業務をペーパーレス化 【新規】
業務の効率化及び紙資源の節減を図るため、校長によるデータ承認業務のペーパーレス化を実施

新規・拡充内容

－ ２２ －

 部活動指導員の配置【拡充】
県立学校 運動部・文化部 ２８人 ※ 前年度比 ８人増

新規・拡充内容

事業概要



－ ２３ －

魅 力 あ る 県 立 高 校 づ く り の 推 進

魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき、新たに設置する学校の環境整備等を行うとともに、これからの県立高校の在り方な
どを検討する。

目 的

担当（内線） 魅力ある高校づくり課（６９０２）

【予算額】２３１，３１４千円

事業概要

１ 魅力ある県立高校づくりの推進 ２３１，３１４千円

（１） 魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき設置する新校の環境整備等 ２２９，８６４千円
魅力ある県立高校づくり第１期実施方策に基づき令和５年４月に開校する、飯能高校における校舎（管理棟）改修、

物品整備、児玉高校における物品廃棄等を実施する。
また、第２期実施方策に基づき設置する６校について、新校基本計画策定など令和８年４月開校に向けた準備を行う。

（２）「魅力ある県立学校づくりの方針」改定の検討（新 規） １，４５０千円
平成２８年３月に策定した「魅力ある県立学校づくりの方針」について、社会状況が大幅に変化しているため、

今後の県立高校の在り方を踏まえ、内容改定の検討を実施する。

 「魅力ある県立学校づくりの方針」改定の検討 【新規】
有識者等による検討会議の開催
関係団体等への意見聴取及び中学生等への意識調査
先進校視察

新規・拡充内容

一部新規

＜魅力ある県立高校づくり実施方策に基づき設置する新校＞
① 児玉高校 本庄市 １期

② 飯能高校 飯能市 １期

③ 和光新校（仮称） 和光市 ２期

④ 岩槻新校（仮称） さいたま市 ２期

⑤ 秩父・皆野新校（仮称） 秩父市 ２期

⑥ 越生・鳩山新校（仮称） 越生町 ２期

⑦ 八潮新校（仮称） 八潮市 ２期

⑧ 大宮工業・浦和工業新校（仮称） さいたま市 ２期



－ ２４ －

教 育 施 設 の 長 寿 命 化 の 推 進

教育局資産マネジメント方針に基づき、屋上防水、外壁改修及び設備改修を実施することで、建物を長寿命化し、維持・更新
コスト縮減を図る。

目 的

担当（内線） 財務課（６６４６）

【予算額】６，７９８，０５７千円

事業概要

１ 建物の長寿命化を目的とした適正な改修の実施 ６，７９８，０５７千円

（１）県立学校大規模改修 ２，２５２，１４１千円
建築後概ね３０年を経過した校舎について老朽改修を行う。
ア 設計 ５校 ８棟
イ 工事 ９校１０棟

（２）県立学校中間改修 １，７７１，３５６千円
大規模改修までの中間改修として、建物の外部改修等を行う。
ア 設計 ５校 ９棟
イ 工事 ５校 ６棟

（３）県立学校体育館改修 １，８１０，２０７千円
建築後概ね３０年を経過した体育館について老朽改修を行う。
ア 設計 ４校 ８棟
イ 工事 ４校 ４棟

（４）社会教育施設中間改修 ９６４，３５３千円
大規模改修までの中間改修として、主に社会教育施設の外部改修等を行う。
ア 工事 ２施設



－ ２５ －

地 域 学 校 協 働 活 動 の 推 進

地域と学校が連携・協働した活動を推進し、次世代を担う子供の健全育成に地域全体で取り組むことを支援する。

目 的

【予算額】２３９，８８５千円

事業概要

２ 研修及び会議の実施 １，３２５千円

（２）指導者研修の実施 ９１０千円
コーディネーター等の資質向上や情報交換・情報共有を図るための研修を実施する。

（３）実践発表会の実施 １６８千円
優良事例を周知し、活動の充実を促進する。

（１）推進委員会の設置 ２４７千円
保護者や地域の代表者、市町村関係者等で構成する推進委員会を設置し、実施方針の検討、指導者研修の企画等を行う。

（１）放課後子供教室等の取組への補助金の交付 ２２６，９０２千円
放課後子供教室、土曜日の教育支援、中学生学力アップ教室を実施する市町村に対し補助金を交付する。
ア 放課後子供教室 ４９市町村３８０校で実施
イ 土曜日の教育支援 １１市町１８６校で実施
ウ 中学生学力アップ教室 １３市町６３校で実施

１ 市町村の取組への補助 ２３８，５６０千円

＜県と市町村の役割＞

＜放課後子供教室の様子＞ ＜中学生学力アップ教室の様子＞

（２）「学校応援団」の活動への補助金の交付 １１，６５８千円
「学校応援団」の活動を実施する市町村に対し補助金を

交付する。
ア 補助事業実施市町 ３０市町

担当（内線） １（１）ア、イ、（２）、２ 生涯学習推進課（６９７９）
１（１）ウ 義務教育指導課（６７４７）



－ ２６ －

新 た な 県 立 図 書 館 の 整 備 検 討

新埼玉県立図書館の整備に向けた検討を行う。

目 的

担当（内線） 生涯学習推進課（６９８０）

【予算額】３，６９２千円

事業概要

１ 新たな県立図書館の整備検討 ３，６９２千円

（１）デジタルライブラリーの事例調査 ３，６９２千円
新たな時代にふさわしい埼玉県立図書館の目指す在り方を実現するための基本的な機能等をまとめた「新埼玉

県立図書館基本構想」を策定する。
また、基本構想策定後には具体的なサービス内容について検討するため、新県立図書館において必要不可欠な

サービスであるデジタルライブラリーについて、他県の先進事例の詳細調査を実施し、今後の新県立図書館基本
計画の策定につなげる。

県立熊谷図書館 県立久喜図書館



－ ２７ －

文 化 財 保 護 の 推 進

文化財の所有者・管理者等が行う文化財の保存等事業に対し補助金を交付し、適切な管理・活用を図る。また、民俗芸能保持
団体に対し補助金を交付し、地域文化の振興を図る。

目 的

担当（内線） 文化資源課（６９８６）

【予算額】１０１，１５６千円

事業概要

１ 文化財保護事業 １０１，１５６千円

（１）国指定文化財保護事業 ２５０千円
重要文化財等の修理・管理事業に対して補助を行う。

（２）埋蔵文化財調査保存事業 ５５，５８２千円
市町村教育委員会が実施する土地の埋蔵文化財実態把握調査に対して

補助を行う。

（３）県指定文化財保護事業 ３６，４１７千円
県指定文化財の修理・管理事業に対して補助を行う。

（４）民俗芸能の振興事業 ８８８千円
県指定無形民俗文化財の後継者養成を目的とした補助を行う。

（５）防災設備・緊急対応等事業 ８，０１９千円
国・県指定文化財の防災設備及び緊急対応等に対して補助を行う。

秩父神社社殿保存修理事業



－ ２８ －

教 職 員 の 定 数

担当（内線） 事務局 総務課（６６２２）
小学校、中学校 小中学校人事課（６９３４）
高等学校、特別支援学校 県立学校人事課（６７３８）

区分 令和５年度 令和４年度 増 減 主な増減理由

事務局 ７２９ ７２６ ３
医療的ケア児及びその家族に対する支援
の推進等に伴う増

小学校 １８，１１１ １７，７２０ ３９１ 国の定数改善に伴う増

中学校 １０，３６４ １０，３０９ ５５ 国の定数改善に伴う増

高等学校 ９，２３７ ９，２９５ △５８ 生徒定員変動に伴う減

特別支援学校 ５，０５０ ４，８５１ １９９ 児童生徒数変動に伴う増

計 ４３，４９１ ４２，９０１ ５９０

（単位：人）

事業概要

１ 教育局条例定数


